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食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針の概要


一　食品循環資源の再生利用等の促進の基本的方向
　１　基本理念
食品廃棄物等の発生抑制に優先的に取り組んだ上で再生利用、これが困難な場合には熱回収を行い、やむを得ず廃棄処分を行う食品廃棄物等は減量を推進し、もって環境への負荷の少ない循環を基調とする循環型社会を構築。
　２　関係者の取組の方向
再生利用等の促進に当たっては、食品関連事業者、再生利用事業者、農林漁業者、消費者、食品関連事業者以外の食品廃棄物等を発生させる者、国、地方公共団体等のそれぞれが、適切な役割分担の下で連携しつつ、積極的に参加することが必要。
３　食品循環資源の再生利用等の手法に関する優先順位及び手法ごとの取組の方向
○　再生利用等の優先順位を発生抑制、再生利用、熱回収、減量の順とする。
○　再生利用手法の優先順位を飼料化、肥料化（メタン化の際に発生する発酵廃液等を肥料の原料として利用する場合を含む。）、メタン化等の再生利用の順とする。

二　食品循環資源の再生利用等を実施すべき量に関する目標
業種ごとの再生利用等実施率について、平成31年度までの目標を食品製造業95％、食品卸売業70％、食品小売業55％、外食産業50％とする。

三　食品循環資源の再生利用等の促進のための措置に関する事項
１　食品関連事業者の取組の促進
○　食品廃棄物等多量発生事業者は食品廃棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等の実施量を総量だけでなく都道府県別にも報告。
○　国は、食品廃棄物等多量発生事業者から報告された食品廃棄物等の再生利用等のデータを業種・業態ごとに整理し、公表。
　２　発生抑制の推進
○　食品関連事業者は、食品廃棄物等の発生原単位が基準発生原単位以下になるよう努める。
○　食品ロスの発生状況をより実態に即して把握し、取組の効果を数値化すること等により国民に対して幅広くその取組の実施を働きかけるよう努める。
○　現段階では基準発生原単位の設定が困難等と整理された業種について、食品廃棄物等のうち可食部及び不可食部の量的把握を行い、発生抑制に関する目標の設定その他の発生抑制の促進のための方策を検討。
○　様々な関係者が連携して、フードチェーン全体で食品ロス削減国民運動を展開。

３　登録再生利用事業者の育成・確保と登録再生利用事業者による食品廃棄物等の適正な処理の促進
○　国は、登録再生利用事業者が存在しない又は非常に少ない地域を中心に再生利用事業者に対する登録再生利用事業者制度の普及啓発を実施。
○　登録の基準に特定肥飼料等の製造及び販売の実績からみて、再生利用事業の実施に関し生活環境の保全上支障を及ぼすおそれがないと認められることを追加。
○　国が法に基づく報告徴収等を実施した上で、必要な場合には立入検査、登録の取消し等の措置等も活用し、登録再生利用事業者への指導・監督を強化。
４　再生利用事業計画認定制度等の推進
○　関係者のマッチングの強化及び地方公共団体の更なる理解の促進等を通じて地域における多様なリサイクルループの形成を促進。
○　消費者は、リサイクルループ等の取組により生産された農畜水産物等の積極的な購入等により、食品循環資源の再生利用の推進に積極的な役割を果たしていくよう努める。
○　リサイクルループの取組により生産された農畜水産物等の量等の認定計画の実施状況の把握を行っていく。
５　施設整備の促進
○　家庭から排出された食品廃棄物も含めた再生利用施設やエネルギー利用施設の整備及び既存施設の有効活用に対する支援を行っていくことが必要。
○　市町村が再生利用施設の整備を検討する際には、必要に応じて、食品循環資源以外の廃棄物の活用や民間事業者との連携等の観点を考慮。
６　国と地方公共団体との連携を通じた食品循環資源の再生利用等の取組の促進
○　民間事業者の活用・育成や市町村が自ら行う再生利用の実施等について、一般廃棄物処理計画において適切に位置づけるよう努める。
○　市町村における一般廃棄物の処理料金については、地域の実情に応じて市町村が決定しているところであるが、その際には、食品循環資源の再生利用等の促進の観点も踏まえることが望ましい。
○　市町村は、一般廃棄物の発生抑制、再使用及び再生利用を進めるため、廃棄物処理に係るコストの透明化等を一層促進。
○　都道府県は、管内の市町村と連携を図りながら、自ら実施する循環型社会形成推進に係る施策に食品循環資源の再生利用等を位置づけて更なる推進を図る。
○　国は、地方公共団体に対して、食品循環資源の再生利用等の制度に係る説明会・意見交換を定期的に実施するほか、法に基づく取組へのより一層の積極的な対応を促す。
○　リサイクルループの範囲内における市町村の区域を超えた食品循環資源の収集運搬及び再生利用が認定計画に沿って円滑に行われるよう、市町村の定める一般廃棄物処理計画への位置付けを含め、必要な周知を行う。
○　国は、必要に応じて地方公共団体に対して廃棄物処理法の解釈等について技術的な助言を行うなど、地方公共団体との連携の強化に努める。

７　家庭から発生する食品廃棄物に係る取組
家庭から発生する食品廃棄物の再生利用等について、市町村の果たすべき役割を改めて周知し、消費者による発生抑制の促進や市町村による再生利用施設の整備に対する支援を行うとともに、地方公共団体による先進的な取組事例の積極的な普及・展開を図る。
８　食品循環資源の再生利用等の促進のための普及啓発
先進的に食品循環資源の再生利用等に取り組む優良な食品関連事業者に対して表彰を行い、その取組を評価するなど、食品関連事業者による食品循環資源の再生利用等の取組を促進。
９　研究開発の促進
これまでに開発した食品循環資源の再生利用等に係る技術の普及に努めるほか、産学官の研究機関が連携して再生利用等を更に促進するために必要な新たな手法の開発を促進。

四　環境の保全に資するものとしての食品循環資源の再生利用等の促進の意義に関する知識の普及に係る事項
国及び地方公共団体は、環境の保全に資するものとしての食品循環資源の再生利用等の促進の意義に関する知識について、国民への普及啓発を図ることが必要。

五　その他食品循環資源の再生利用等の促進に関する重要事項
関係主体が連携を強化し、食品循環資源の再生利用等に関する施策を一体的に推進し、相乗効果を高めていくことが重要。
